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２００４年３月５日 イビデン株式会社

人と環境に優しい「社会と共生する企業」として

さらに前進してまいります。

当社は、「社員は自らの行為が地球環境および地域社会に及ぼす影響を十分に理解し、
そのうえで環境保全と安全衛生に留意して活動を行うことにより顧客・株主および地域社

会の理解と健全な活動につなげなければならない」ことを基本理念に揚げ、環境保全活
動と安全衛生活動を推進してまいりました。
当社は、“事業活動、社会貢献、情報公開”という３つの観点から、環境・安全衛生活動

を考えています。

「事業活動」の大きな特徴としましては、１９１２年の創業以来９０年にわたり、発祥事業
の水力発電を有効に活用し、事業の拡大を図ってまいりました。また、近年では、熱供給

電源システムのコージェネレーションを各事業場に導入し、排熱を再利用し総合エネル

ギーの利用効率向上を図り、水力発電施設と併せてよりクリーンなエネルギーで生産活
動を推進しています。一方、廃棄物対策としましては、ゼロエミッションすなわち埋立廃棄

物ゼロを２００３年度中に、廃液のリサイクルおよび自社処理率１００％を２００５年度達成を

目指し、全員で継続的な改善を推進しています。
また、環境負荷低減製品の開発も積極的に推進しており、ディーゼル車の黒煙除去シ

ステム「DPF（ディーゼル・パティキュレート・フィルター）」や自動車用の触媒保持・排気系

シール材に優れた性能を発揮する「セラミックファイバー」なども供給しています。
さらに、２００３年３月、ISO14001と同様に国内全７事業場において、労働安全衛生マネ
ジメントシステムの国際規格「OHSAS18001」の認証を取得しました。

「社会貢献」の特徴といたしましては、当社およびグループ企業をあげて、地球環境保
護活動の一つとして地球温暖化ガス削減のために「地域緑化および都市緑化」活動を積

極的に展開しております。

「情報開示」におきましては、当社の“環境保全への取り組みと活動の成果”を「イビデ
ン環境報告書」にまとめ、昨年度初めて開示しました。今後は、より一層のレベルアップを
図るとともに、さらに海外およびグループを含めた環境保全活動および安全衛生活動を

展開し、「社会環境報告書」の情報を充実させてまいります。

今後も、当社は、企業の経済的および社会的責任が大きくなる中で、「永続的に存在で
きる会社」を目指し活動を展開しますので、皆さまの忌憚のないご意見をお聞かせいただ

ければ幸いに存じます。

ご あ い さ つ

国内のｲﾋﾞﾃﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ

大垣事業場
〒503-0793 岐阜県大垣市木戸町905
TEL 0584-77-2401（代）

工場開設 1917年12月（大正6年）
工場敷地面積 69,960平方メートル

河間事業場
〒503-8559 岐阜県大垣市河間町3-200
TEL 0584-81-4472（代）

工場開設 1939年8月（昭和14年）
工場敷地面積 54,398平方メートル

衣浦事業場

〒444-1301 愛知県高浜市新田町5-1-7

TEL 0566-53-4111（代）

工場開設 1969年6月（昭和44年）

工場敷地面積 73,279平方メートル

青柳事業場
〒503-8503 岐阜県大垣市青柳町300
TEL 0584-89-3312（代）

工場開設 1943年11月（昭和18年）
工場敷地面積 97,323平方メートル

大垣北事業場

〒501-0965 揖斐郡揖斐川町北方1-1

TEL 0585-22-1111（代）

工場開設 1989年4月（平成元年）

工場敷地面積 9,865平方メートル

海外のｲﾋﾞﾃﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ

IBIDEN Co.Ltd.

IBIDEN Philippines,Inc

IBIDEN Singapore PET.LTD
IBIDEN (Malaysia) SDN,BHD

IBIDEN Europe B.V.
Amsterdam
Finnish Branch
France Branch

IBIDEN France S.A.S
IBIDEN DPF France S.A.S

IBIDEN Electronics(Shanghai) Co.,Ltd.

IBIDEN Taiwan Co.,Ltd

IBIDEN Graphite of America Corp

IBIDEN Electronics(Beijing)Co.,Ltd

IBIDEN Korea Co.,Ltd

Micro-Mech,Inc.

IBIDEN Circuits of America Corp

IBIDEN USA Corp
Santa Clara Office
Chicago Office
Phoenix Office
Dallas Office

２００３年 固形ｾﾞﾛｴﾐの達成
大垣・河間・青柳・大垣北事業場

に窒素・りん測定器設置
２００２年 DPF「粒子状物質減少装置」の指
定

鉛フリー対応基板の販売開始
OHSAS18001取得

２０００年 ISO14001認証取得
１９９８年 ハロゲンフリー材使用の基板販売
１９９６年 大垣工場に排水処理施設設置

排水管理システム（異常時緊急遮
断装置）設置

フラックス処理施設設置
１９９５年 コージェネ発電設備・ガス空調・

LNG導入

焼却炉（河間・衣浦）設置
１９９４年 1-1-1トリクロロエタン全廃
１９９３年 特定フロン全廃

地球環境行動指針の策定
産業廃棄物の抑制・リサイクル

エネルギーの有効利用
１９９１年 自社廃液処理設備の建設（廃液の
自社処理化）
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1912 会社設立（旧社名 揖斐川電力株式会社）

1915 西横山発電所発電開始

1917 大垣工場開設 カーバイド製造開始

1919 カーボン製品製造開始

1921 東横山発電所 発電開始

1925 広瀬発電所 発電開始

1935 川上発電所 発電開始、石炭窒素製造開始

1939 河間工場開設

1943 青柳工場開設

1950 熔成燐肥製造開始

1954 メラミン製造開

始

1956 ガウジング・ブラスチングカーボン製造開始

1960 メラミン化粧板製造開始

1969 特殊炭素製品製造開始 衣浦工場開設

1970 住宅機器製品製造開始

1971 アセチレンブラック製造開始

1972 プリント配線板製造開始

1974 セラミックファイバー製造開始

1980 社名をイビデン株式会社に変更

1987 海外子会社イビデンU.S.A株式会社設立

1989 大垣北工場開設

1991 海外子会社イビデンネザーランズ株式会社設立

1993 海外子会社イビデンヨーロッパ株式会社設立

1997 海外子会社イビデングラファ イトオブアメリカ株式会社設立

1998 大垣工場でプリント配線板製造開始

1998 株式会社ティーアイビーシー設立

2000 海外子会社イビデンフィリピン株式会社設立

2000 海外子会社揖斐電電子（上海）有限公司設立

2000 海外子会社揖斐電電子（北京）有限公司設立

1991 自社廃液処理場を建設し、廃液の

社内処理を開始

1993 地球環境行動指針の策定
・環境関連技術の研究
・産業廃棄物の抑制･リサイクル
・エネルギーの有効利用

1993 特定フロン全廃

1994 1･1･1トリクロロエタン全廃

1995 焼却炉設置（衣浦・河
間）

1995 ｺｰｼ゙ ｪﾈ・ガス空調・LNG導入

1996 環境影響評価項目J（SS・GS）策定

1996 フラックス廃液処理設備設置

1996 排水管理システム設置
（異常履歴緊急遮断）

1996 各工場に排水処理設備設置

2000 ISO 1441認証取得

2003 Pbフリープロセス技術確立予定

2003 固形産廃ゼロエミッション達成

イビデンのあゆみと環境に対する取り組み ｲﾋﾞﾃﾞﾝの主要製品

化粧板 ﾌﾟﾘﾝﾄ配線板

カーボン DPF（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝの粒状浮遊物質を除去するﾌｨﾙﾀｰ）
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プラスチックICパッケージ
RENEWAL（新生）IBIDEN95Planと環境方針

イビデン株式会社 環境基本方針

２００３年４月25日 第４版
■環境基本方針
企業活動が地球環境に及ぼす影響に配慮し、環境保全活動を通じ環境と事業活動の調和による循環型社会形成を
目指す。

その中で、中期経営計画「ＲＥＮＥＷＡＬ（新生）ＩＢＩＤＥＮ95プラン」にかかげた“永続的に存在し発展で
きる会社”をめざし「技術立社、事業付加価値、企業価値創造」の達成を図る。

①環境関連法規制の遵守と自主基準によるレベルアップ
②継続的改善効果による環境コストの低減

③グループ会社および海外生産拠点を含めた統括的な環境マネジメントシステムの構築

■環境方針
①イビデン(株)が行う製品生産に伴う事業活動及び電子関連製品・セラミック製品、建材製品が環境に与える影響を

捉え、地域社会及び地球規模での環境におよぼす影響に配慮し、省資源・省エネ・廃棄物削減を行い、廃棄物ゼ
ロエミッションと環境保全活動に取り組む。

②環境保全活動のシステムとパフォーマンスの継続的改善を推進し、汚染の予防に努める。

また、これらの環境保全活動の状況及びその結果を公開する。
③環境関連の法律、規制、協定及びISO 14001の要求事項を適合させるに止まらず、技術的・経済的に可能な範囲で、
自主基準を定め一層の環境保全に取り組む。

④環境方針に基づき全社及び事業場毎に環境目的・目標・プログラムを定め、方針管理の実施によりそれらの実現を

図り、監査等で見直しを実施する。

⑤環境方針を達成するために、環境教育や啓蒙活動を通じて全従業員に、環境方針の理解と環境保意識の向上を図る。
ならびに、原材料・エネルギー等の供給関係者、関係委託業者、契約業者にも当社の環境方針の周知徹底を図り、

環境管理活動に対する理解とグリーン調達に関する協力体制を構築する。
⑥この環境方針は当社のホームページ上に公開する。
なお、一般の人が要求すればいつでも手に入れられるように配慮する。

イビデン株式会社
代表取締役社長 岩田義文

永続的に存在し発展できる会社をめざす。

●変化を先取りする技術の提案 ●ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・物づくりの現地化の促進
●業界をﾘｰﾄﾞするｿﾌﾄ人材の育成 ●顧客を中心においた高付加価値製品の提供
●ｸﾞﾙｰﾌﾟ連結経営体質の強化

RENEWAL（新生）IBIDEN95Plan
会社のめざす姿

1．2002年度環境目標実施結果

(1)ｴﾈﾙｷﾞｰの有効利用 〔02年度目標〕 〔02年度実績〕 (評価)
①夜間貯水による水力発電ｼﾌﾄ量 2,500MWh/年以上 2,584MWh/年 ○

②生産物量電気原単位指数(年平均)
【 ’98年BL値＝100対比】 ６９以下 ６９ ○

(2)環境負荷低減
① 固形産廃の自社処理ﾘｻｲｸﾙ率(年平均) ９０％以上 ９０％ ○

②焼却炉の廃止 ３事業場 北・衣浦・河間 ○
焼却量低減 2000ｔ/年以下 1990ｔ/年以下

③廃液物量原単位指数(年平均) １２５以下 １２３ ○
④窒素燐連続測定機の設置 設置・運用 設置
⑤塩化ﾒﾁﾚﾝ使用量の削減 ２０ｔ以下 ８ｔ ○

(3)環境関連技術

①鉛・ﾊﾛｹﾞﾝﾌﾘｰﾌﾟﾛｾｽの技術確立 ２件/年以上 ３件/年 ○
②グリーン購買調査及び監査の実施 ３０社以上 ３４社 ○
③社会貢献活動の運用・実施 １.３回/人以上 １.５回/人 ○

2002年度環境目標に対する活動結果 事業活動と環境負荷

事業活動をするにあたって、環境に対しさまざまな影響を与えていますが、主要な項目に
ついて、２００２年度のインプット及びアウトプットに区分けし、その概要をします。

2002年度のイビデン物質収支

①エネルギー
電力：300,800MWh
（買電原油換算：13,600KL）
燃料（原油換算）：48,700ＫＬ
・LNG、灯油、A重油

【原油換算合計：62,300ＫＬ】

③物質
･化学薬品、酸・ｱﾙｶﾘ溶液等：約3万ｔ
（内、PRTR対象化学物質：2，152t）
･セラミック類、金属類等：4,200ｔ
・木材類、紙・段ボール等：1，200t

・ﾌﾟﾗｽﾁｨｯｸ類､合成樹脂類：500ｔ

②用水
用水：7，300千m3
衣浦以外は地下水を
利用

(２００２年度) イビデン㈱－青柳･大垣･河間･北･衣浦－

①排ガス
CO2：47,300t
SOx： 30ｔ

②排水・廃液
・工程排水排出：4，370千
m3
・工程下水排出：420 千m3
・外部委託廃液：16,000m3

③廃棄物
・自社焼却：1,990ｔ
・埋立固形産廃：1,350t
・ﾘｻｲｸﾙ量：9,520ｔ
・自社処理＋ﾘｻｲｸﾙ率： ９０％

INPUT

OUTPUT

INPUT INPUT

OUTPUTOUTPUT

ﾌﾟﾘﾝﾄ配線基板の生産過程においては、多量の用水（地下水）を使用しています。そして、この製造工程
から排出される排水は、一部の有害物を含んだ廃液を除き、ほぼ全ての排水は自社処理廃水プラントで
社内処理を行い、無害化して河川に放流しています。
同様に、生産に伴い排出される固形廃棄物は、リサイクルおよび自社処理を行っており2002年度実績で

は、９０％のリサイクルおよび自社処理を行いました。

地球温暖化防止対策

発電機

（東横山）

水力発電施設

（東横山）
自社発電による省エネ活動

当社は、揖斐川の水系に水力発電所を所有してい
ます。現在の定格能力は24,100kwhを有し、当社
が使用する電力の60%以上を供給しています。

水力発電は、化石燃料を必要としないため、非常
にクリーンな発電システムであり、ｲﾋﾞﾃ ﾝ゙創設当時
より継続して水力発電施設を維持管理しています。

また、水力発電だけでは自社使用電力を補えない
ためｺ・ｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ発電施設を設置しています。

水力発電所 定格能力 ０１年度実績

東横山 １２，１００KW ８９，６５９ＭＷh

広瀬 ８，０００KW ５２，１４６ＭＷh
川上 ４，０００KW ２０，１４５ＭＷh

水力発電計 ２４，１００KW １６１，９５０ＭＷh

地球温暖化防止は、地球規模で取り組むべき課題と考え、当社では温室効果ガスであるCO２

の排出量を低減するために、クリーンエネルギーである水力発電を省エネ活動の軸に置き、

総合エネルギー効率の高いコージェネレーション発電施設を積極的に導入し、当社の環境保
全活動の中の重点活動となっています。

▲大垣事業場のコージェネレーション発電施設

事業場 定格能力 ０１年度実績

青柳（２施設） １１，２５０KW ５１，５４４ＭＷh

大垣（１施設） ６，８００ＫＷ ４１，５５４ＭＷh

河間（１施設） ３，５００KW ７，０７０ＭＷh

コージェネ発電計 ２１，５５０KW １００，１０８ＭＷh

（ Mwh/年）
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ゼロエミッション活動

固形産廃分別リサイクル活動

河間・衣浦・大垣北各事業場の焼却炉３施設を廃
止するために、焼却していた固形廃棄物の“分別
化とリサイクルの徹底”を目的に、“固形廃棄物の
分別ステーション”を新設し、さらに社員および構成
員に「分別基準の教育・啓蒙活動、立ち会い指導、
パトロール」を実施しました。その結果、河間・衣
浦・大垣北事業場では、焼却していた固形廃棄物
を０２年度に全量リサイクルしました。

循環型社会構築を目指し、当社では生産活動に伴い発生する廃棄物の低減活動を推進して

います。廃棄物発生源での抑制対策を強化するとともに、再資源化及び再利用化を推進する
ことにより、２００３年度真１２月末で固形産業廃棄物の直接埋立処分を「ゼロ」にしました。

▲河間事業場の分別ステーション

▲オフィスでの分別ステーション
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木屑・古紙
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固形廃棄物リサイクル量及びリサイクル率の推移

当社は、分別リサイクルの源流側での管理として、『有害なもの・不要なものを持込まない』ことを活動スローガンと
して、「グリーン調達」を活用しています。02年度は、現状把握を確実に行うために原材料供給メーカの一部に対し
「グリーン調達調査」を実施しました。

重

量

業界・素材・用途等によるグループ化

各グループ内での相対比較

［相対グリーン度］

サプライヤオーディット
Best v.s. Worst

全サプライヤ、全資材の比較

［絶対グリーン度］

グリーン調達

≪グリーン調達調査結果のまとめ≫

（調査対象）34社から提出された自己評価を分析
（調査・評価）
１）全体を見ると、
・平均80.8点、
・評価の高い企業は商品評価も高いという傾向り

２）グループ化して見ると、

【薬品企業群】平均78点
【建材材料企業群】平均86点

（今後の課題）
・調査結果と照らし合わせて”指導必要”等と判定できる
「当社のグリ－ン調達基準」が必要である。

直接埋立て固形廃棄物推移

廃プラスチックの分別活動、セラミック屑のリサ

イクル拡大と水処理汚泥のリサイクル運用など
により、固形産廃の直接埋立て産廃量は、９９
年の６，５８０ｔをピークに０２年度実績は約1/6
以下の１，３５０ｔ/月まで改善しました。
なお、２００３年１２月末には直接埋立て「ゼロ」
を達成しました。
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埋立て量（ｔ/年）

青柳

河間

大垣水処理

北
大垣
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5217
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直接埋立て固形廃棄物量の推移

化学物質管理

（2002年４月～2003年３月）2002年度PRTR排出量及び移動量

排出量及び

対象物質の 対象物質の 大気への 公共水域・河川事業場における事業所外への 下水道への 事業所外へ 移動量

物質名 年間使用量 排出量 への排出量 土壌への排出 埋立処分量 移動 廃棄物として 排出量
（kg／年） の移動 の合計

政令番号 （kg／年） （kg／年） （kg／年） （kg／年） （kg／年） （kg／年） （kg／年）02

16 2-ｱﾐﾉｴﾀﾉｰﾙ 3,722 0 3.5 0 0 0.88 3,718 3,722

43 ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ 13,185 9,475.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9,475
46 ｴﾁﾚﾝｼﾞｱﾐﾝ 1,218 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
61 ε-ｶﾌﾟﾛﾗｸﾀﾑ 1,300 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.0 16

69 六価ｸﾛﾑ 153,991 0 0 0 0 0 151,243 151,243
96 塩化ﾒﾁﾚﾝ 20,316 20,316.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20,316
176 錫化合物 5,628 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

179 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ 単位ng-TEQ/年 117.8 0.0 0.0 3.0 0.0010 271.1 392
181 チオ尿素 11,880 0 5.4 0 0 6.7 11,868 11,880
207 銅水溶性塩 308,399 0 288 0 0 165 195,443 195,896

211 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1,970 0 0 0 0 0 1970 1,970
227 トルエン 6,000 34 0 0 0 0 5,966 6,000
230 鉛及びその化合物 10,943 0 40 0 0 0 2,074 2,114

232 ﾆｯｹﾙ化合物 9,823 0 3 0 0 0 6,433 6,436
266 ﾌｪﾉｰﾙ 827,552 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3
283 ほ弗化水素酸 1,103 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4,897.0 4,897

304 ﾎｳ素化合物 8,700 0 232.9 0 0 3,315 5,152 8,700
310 ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 743,029 7,740 49 0 0 61 160,015 167,865
311 ﾏﾝｶﾞﾝ及びその化合物 30,143 0 215 0 0 4 37,091 37,310

項 目 排出量（大気・公共水域・土壌・自社埋立） 移動量

当社では、メッキ工程を中心に約５００種類のさまざまな化学物質を使用しています。これらは、適切に管理しないと環

境汚染や人体へ害を及ぼす可能性があります。そこで、当社は化学物質が引き起こすリスクを未然に防止するため、
関係法令の遵守はもとより、全廃または削減対象物質を決め、活動を推進しています。

化学物質の排出量削減
（ ng-TEQ/年）

ダイオキシンの排出および移動量

392

1789
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トルエンの排出および移動量 6000

10560

6587

0
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15000

2000年 2001年 2002年

（ kg/年）

ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙの排出および移動量

9475

20835

9500
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焼却していた廃棄物全量をﾘｻｲ

ｸﾙ処理に変更し、自社焼却を
2005年度末までに廃止（現在

大垣事業場のみ稼働）

有害物質の排出量削減

（ ｔ/年）

塩化メチレン使用量

代替フロン使用量
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●運用管理の改善によりﾌﾟﾘ

ﾝﾄ板事業部の使用量を60%
削減（2002年度）

●2005年度全廃を目標とし

代替の洗浄液に切り替え計

画に基づき活動中

●電子工業における洗浄方

法の改善により使用量は大
幅に改善

●2005年度全廃を目標とし
実行計画を策定し推進中

青柳事業場でのﾄﾙｴﾝ拡散ﾓﾃﾞﾙ

（条件）

①場所：青柳事業場

②使用薬品：ﾄﾙｴﾝ

③悪臭防止法での敷地境界

④基準値：10ppm

⑤気象条件：2002年１月～2002
年12月までの平均風向

※当社のトルエン最大拡散濃度

0.00012ppm

最大濃度
0.00012ppm
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地域の環境保護への対応

当社では、電子関連メッキ工程からの金属含有廃液の排出、建材製造からの排ガス、セラミック製造からの粉じん発
生があります。これらは、適切に処理しないと環境汚染や人体へ害を及ぼす可能性があります。そこで、当社は廃液・
排水・排ガスおよび粉じんの飛散が引き起こすリスクを未然に防止するため廃液排水・排ガス・粉じん処理施設の設置
および緊急対策施設を設置し、関係法令の遵守はもとより、地域社会への環境保護に対する活動を推進しています。

廃液・排水処理施設

悪臭・粉じん防止対策

排ガス脱臭装置

集塵装置

ｽｸﾗﾊﾞｰ

配管ラックでの液受け設置

緊急事態への対応設備

工場内の非常槽

①非常槽の設置
（大垣・青柳･河間）
②異常対応備品の整備

（ポンプ・土嚢）
③薬液・廃液配管の液受け

使用済みｳｴｽ捨て場
土嚢置き場

ライン内の排水警報盤

ライン内の保護具置き場

工場放流水管理の取り組み

銅濃度測定器

雨水放流口pH監視装置

窒素・りん測定器

TOC（有機炭素濃度）測定器
事業場別２００２年度排水測定結果

銅濃度（平均値）

（ mg/l）
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青柳 大垣 河間 大垣北

国の基準 3mg/l

自主基準 1mg/l

鉛（平均値）

（ mg/l）

0.02

0 0
0

0.005

0.01

0.015

0.02

0.025

青柳 大垣 河間

国の基準 0.1mg/l

自主基準 0.1mg/l
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六価ｸﾛﾑ濃度（平均値）

（ mg/l）
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全クロム（平均値）

国の基準 2mg/l

自主基準 1mg/l
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シアン濃度（平均値）

（ mg/l）
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青柳 大垣 河間 大垣北

国の基準 1mg/l

自主基準 0.03mg/l

SS（平均値）

（ mg/l）
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SS：浮遊物質

窒素濃度（平均値）

（ mg/l）
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りん（平均値）

（ mg/l）
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緊急時の対応

防災訓練および手順のﾃｽﾄ

火災および地震を想定した「防災計
画」を策定し、事業場ごとに“防災訓
練・緊急訓練”を全従業員が参加し、
年４回実施しています。

手順の見直しを含

めた反省会の実
施

流出液回収、液質
の確認

常設された土嚢置
き場から土嚢を運
搬し流出防止

「緊急時の著しい環境側面」に対する「手順のﾃｽ

ﾄ・検証」を、事業場または各部門ごとに計画し、
実行しています。

この手順のﾃｽﾄは、手順書に記載された内容を

実行し、その後参加者全員でそのﾃｽﾄの反省と
手順の見直しを行っています。

ﾀﾝｶによる負傷者の運搬・人工呼吸訓練

BOD濃度（平均値）

（ mg/l）
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青柳 大垣 河間 大垣北

国の基準 160mg/l

自主基準 5mg/l

※北は自主基準20mg/l

COD（平均値）

（ mg/l）
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青柳 大垣 河間 大垣北

国の基準 160mg/l

BOD：生物学的酸素要求量

COD：化学的酸素要求量

地域社会への貢献

社会貢献による意識向上

社会貢献の一環として、社員一人一人
が地球市民としての意識を持ち、環境

社会貢献に取り組むことが重要と考え

ています。日常生活の中でも環境に責
任を持った行動に心がけ地域が主催す

る清掃活動や美化活動などにも参加し
ています。

各事業場で年３回以上の「事業場周辺
美化活動の展開」を行っており、延べ人
数で約4,280名の地域貢献への参加が
ありました。

▲工場周辺のゴミ拾いのようす

▲工場近くの河川清掃のようす

� 当社の社会貢献参加人数

事業場 青柳 大垣 河間 大垣北 衣浦 本社動電力

社会貢献参加人数（延べ人数） １，３０５ １，０３６ ７０５ ７４２ ２６２ ２３０

上記以外のボランティア活動 十万石祭り、大垣祭り 揖斐川マラソン 地域交流会 バイクランド清掃
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『地域との共存活動』の一環として、当社はスポーツをと
おして青少年の育成活動を支援してきました。特に、
イビデンカップサッカーは昨年度で第10回の記念大会と
して開催され、地元の大垣市・揖斐郡・養老郡だけではな
く、愛知県・三重県・滋賀県からもサッカー少年団を招き
行われました。
今後も当社は、青少年の育成に関しスポーツを通じ支援
を継続していきます。

（第10回イビデンカップサッカー参加１６チーム）
トヨタ少年サッカー、西尾ｲﾅｽﾞﾏ（以上愛知県）
彦根少年サッカー（滋賀県）、千種少年サッカー
（三重県）養老東部、池田、神戸、揖斐川、江並、宇
留生、日新中川、大垣東のサッカー少年団、ＦＣ898、
ビィオラＡＦＣ（以上の１４チームは岐阜県）

『第３回 大垣市市民環境フェスティバル』は、２００２年
２月２３・２４日に開催され、「暮らしを変えて未来に夢を
～大垣の水と自然～」を大会のスローガンとして掲げ、
開催されました。
大垣市に事業所を持つ各企業が出店ブースを設け、各企
業が取り組んでいる「環境関連製品・環境技術の紹介」「環
境保全活動」に対する説明及びデモンストレーションを実施
しました。

環境市民フェスティバル イビデンカップサッカー大会

社会活動への参画
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